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はじめに・目的 

厚生労働省の「業務上疾病発生状況等調査」によると, 業務上の腰痛は保健衛生業で最も多く起きて

いると報告され, 社会的損失の影響が大きく改善すべき課題といえる. 経済産業省は, 健康増進の取

り組みが将来的に収益を高める投資であるとし健康経営を推進している. 当院も健康経営の一環とし

て有効な腰痛予防対策を検討するため実態調査を実施した.  

 

対象と方法 

対象は看護業務に携わる男女201名. 方法は腰痛および関連しうる多要因（基本属性, 生活習慣, 労

働要因）とSTarT Backスクリーニングツール（以下SBST）を無記名自記式質問調査法で実施した. 全

ての統計解析にはEZＲを使用し有意水準5％以下で有意差ありとした. 当院倫理委員会の承認を得て

本研究を実施した. 

 

結果 

質問紙回収率191名95％. 男性18％, 女性82％. 看護師79％, 看護補助21％. 平均年齢41±15歳. 腰

痛有訴率は全体の70％, 慢性腰痛者は55％であった. 基本属性は体格, 職種, 経験年数による有意差はな

かった. 性別での腰痛有訴率は男性76％, 女性69％. 年齢での腰痛有訴率は30代前半に92％, 50代以上

に概ね80％であったが, 統計学的有意差はなかった. 生活習慣では日常の運動頻度が低い集団で有意に腰

痛が多かった. 労働要因として看護・介助動作頻度による有意差はなかった. 腰痛有訴者の内, SBSTは低

リスク81％, 中リスク11％, 高リスク8％であった. 

 

考察 

以上の結果より当院の特徴は運動頻度が低い集団に腰痛が多く, 慢性腰痛者が多く, SBSTにおいて低リス

クが多かった. 腰痛に性差はなく, 広い年齢層に腰痛が発症し, 全看護要員を対象とした対策が求められ

た. 腰痛の診療ガイドラインにおいて運動療法は慢性腰痛に対する有効性に高いエビデンスがあるとし, 

SBSTの低リスク者は心理社会的要因が低く, 運動が腰痛対策として奏功しやすい. 本結果より, 今後は運

動機会を高める腰痛予防体操を実施し, 職員の健康増進に介入したい. 

 


